
４ 減損に関する事項
【減損を認識した固定資産】
\ 減損を認識した固定資産の用途等、場所種類、帳簿価額等の概要

区 分 用 途 等 場 所 種 類 帳 簿 価 格

東日本大震災に
おける被災

五浦地区六角堂 茨城県北茨城市大津町
五浦727`２

建物及び建物
附属設備

229千円

【減損の兆候が認められた固定資産（減損を認識した場合を除く）】
\ 減損の兆候が認められた固定資産の用途等、場所種類、帳簿価額等の概要

区 分 用 途 等 場 所 種 類 帳 簿 価 格

{市場価格の低
下

全学業務用電話
加入権

茨城県水戸市文京２`
１`１ 外

電話加入権 1¶666千円

|東日本大震災
における被災

水戸地区体育館
外

茨城県水戸市文京２`
１`１

建物及び建物
附属設備

350¶703千円

日立地区総合研
究棟 外

茨城県日立市中成沢町
４`12`１

〃 2¶988¶662千円

阿見地区阿見宿
舎 外

茨城県稲敷郡阿見町中
央３`21`１

〃 0千円

附属小学校中高
学年棟 外

茨城県水戸市三の丸
２`６`８

〃 163¶703千円

附属中学校体育
館 外

茨城県水戸市文京１`
３`32

〃 188¶996千円

５ 重要な債務負担行為

件 名 契 約 金 額 平成23年度
支出予定額

（中成沢）校舎（Ｅ１棟）改修（設計変更その２） 66¶150千円 66¶150千円

（中成沢）校舎（Ｅ１棟）改修電気設備（設計変更その２） 16¶800千円 16¶800千円

（中成沢）校舎（Ｓ１棟）外壁タイル落下防止対策工事 16¶275千円 16¶275千円
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４．退職給付に係る見積額の計上基準
退職一時金については、運営費交付金により財源措置がなされるため、退職給付に係る引当金は
計上していない。
なお、国立大学法人等業務実施コスト計算書における引当外退職給付増加見積額は、基準第35に
基づき計算された退職一時金に係る退職給付引当金の当期増加額を計上している。
５．外貨建資産及び負債の本邦通貨への換算基準
外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益としている。

６．国立大学法人等業務実施コスト計算書における機会費用の計上方法
\ 国等の財産の無償使用又は減額された使用料による貸借取引の機会費用の計算方法
近隣の地代や物件の貸借料を参考に計算している。

] 政府出資等の機会費用の計算に使用した利率
10年利付政府保証債の平成23年３月末利回りを参考に1•255％で計算している。

７．リース取引の会計処理
リース料総額が300万円以上のファイナンス・リース取引については、通常の売買取引に係る方

法に準じた会計処理によっている。
８．消費税等の会計処理
消費税及び地方消費税の会計処理方法は、税込方式による。

９．財務諸表及び附属明細書の表示単位
財務諸表及び附属明細書は、千円未満切捨てにより作成している。

＜重要な会計方針の変更＞
（資産除去債務に係る会計処理）
「国立大学法人会計基準」及び「国立大学法人会計基準注解」（国立大学法人会計基準等検討会議
平成23年１月14日改訂）の改訂に伴い、当事業年度より、「資産除去債務に関する会計基準」を適
用している。
これにより、貸借対照表に損益外減価償却累計額9¶378千円及び損益外利息費用累計額3¶619千円

をそれぞれ計上するとともに、国立大学法人等業務実施コスト計算書に損益外減価償却相当額
9¶378千円及び損益外利息費用相当額3¶619千円をそれぞれ計上している。
＜表示方法の変更＞
該当なし。
＜注記事項＞
１ 貸借対照表
運営費交付金から充当されるべき退職給付引当金の見積額 8¶548¶121千円
運営費交付金から充当されるべき賞与引当金の見積額 515¶608千円

２ キャッシュ・フロー計算書
\ 資金の期末残高の貸借対照表科目別の内訳「現金及び預金」 2¶289¶388千円
] 重要な非資金取引
{ 重要な資産除去債務の計上 31¶755千円
| 無償譲与による資産の取得 104¶575千円

３ 国立大学法人等業務実施コスト計算書
引当外退職給付増加見積額には、国からの出向にかかるものを含んでいる。

] 認められた減損の兆候の概要
{ 固定資産の使用状況等から減損の兆候は見られないが、市場価格が帳簿価額の50％以上下落
しており、減損会計基準「二 第１ 減損の兆候」~に該当し、減損の兆候が認められた。

| 東日本大震災における被災により、当該用途に支障のある被害がみられたため、減損会計基
準「二 第１ 減損の兆候」|に該当し、減損の兆候が認められた。

^ 減損を認識するには至らなかった根拠
{ 使用価値相当額（再調達価額）が帳簿価額を上回っているため。
| 今後、修繕等の実施を検討中であり、将来使用する見込が存在するため。

] 減損の認識に至った経緯
東日本大震災に伴う津波被災により、当該資産が滅失したため、除却を決定した。

^ 減損額の内訳
損益計算書上に計上した金額 `千円
損益計算書上に記載していない金額 229千円

_ 処理内容
当該資産の使用価値相当額が`千円であると判断し、帳簿価格を`千円まで減損した。
また、同日付けで当該資産を除却した。

™
œ
—


		2011-10-23T14:51:24+0900
	C=JP, O=National Printing Bureau, CN=Vice President
	国立印刷局
	（なし）




